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第４章 区別方針 

 区別方針は、緑の基本計画における緑の保全、育成、創出、育成及び活用の取組について、区
ごとの展開の方針を示すものです。 
 区別方針は、次の三つの項目で構成しています。 

① 区の概況 

●各区の概況を示す基本的データ、各区の地形、土地利用※１、自然的環境の分布状況等と現
況図を示します。 

表 4-1 各区の概況を示す基本的データの構成と出典 

人口等 
人口 

市の統計情報※２
世帯数 
人口密度 人口と面積から算出 

面積 
面積 川崎市総合計画 
市域に占める割合 各区の面積と市域面積（14,435ha）から算出 

自然的環境 
の分布 

樹木の集団 
（300 ㎡以上） 

空中写真※３により判読した区別の樹木の集団の面
積と、区面積に占める割合 

②緑の現況と課題 

●各区の緑の現況を踏まえ、緑の保全、創出及び育成と、緑の効用を活かすマネジメントの
課題を示します。 

③施策の展開 

●各区の区域内で展開する施策の方向性と展開図を示します。 

●なお、「基本施策Ⅰ 緑のパートナーづくり」に沿った取組は全市共通のものであることか
ら、区別方針においては、「基本施策Ⅱ 緑の空間づくり」、「基本施策Ⅲ グリーンコミュ
ニティづくり」に基づき、各区の緑の特性を踏まえた施策展開の方向性を示します。 

※1：平成 22（2010）年度都市計画基礎調査による。 

※2：平成 30（2018）年 2月 1日現在 

※3：平成 28（2016）年 1月 1日現在 
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１ 川崎区 
①区の概況 

●川崎区は、市の南東部の海側に開けた沖積低地と、臨海部の埋立地からなっており、区の
北側、東京都の境に多摩川が流れています。 

●土地利用は、京浜工業地帯を抱えることから、工業系の割合が区面積の３４．６％を占め
ています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は１０２．４５ｈａで、区面積の２．５％を占めて
います。 

●平成１８（２００６）年度から樹木の集団が区面積に占める割合は変化していませんが、
面積は約１．４ｈａ増加しています。 

表 4-2 川崎区の概況 

人口等 
人口 229,907 人 
世帯数 116,312 世帯 
人口密度 57.1 人／ha 

面積 
面積 4,025ha 
市域に占める割合 27.9％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 102.45ha
（2.5％）

図 4-1 川崎区の緑の現況 
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②緑の現況と課題 

●「東京湾軸」における緑の充実に向け、臨海部において進展している拠点形成の動きや事
業所と連携した効果的な緑化が必要です。 

●臨海部は、ヒートアイランド現象が深刻な市街地に海風を導く重要な位置にあり、気候変動
への適応策の一つとして風の道を形成することが必要です。 

●市内唯一の人工海浜を有する東扇島東公園や、展望室からの夜景が日本夜景遺産に認定さ

はじめとした生産現場を訪れる産業観光の取組が、新たな川崎の魅力として脚光を浴びて
います。こうした背景を踏まえ、平成２８（２０１６）年９月に策定した「川崎港緑化基
本計画」では、川崎港港湾緑地の目指すべき姿である、「みなと」で働く人、訪れる人みな
が川崎の自然を感じ、魅力的なロケーションを楽しむことができる空間の配置の実現に向
けて、関連計画や関連団体との連携、川崎市総合計画と連動しながら事業を進めていくこ
とが求められています。 

●多摩川の河川敷は、川崎区にとって貴重な自然空間となっており、レクリエーションにも
活用されていますが、市街地から多摩川へのアクセスが十分ではないため、拠点形成の動
き等と連携した多摩川を身近に感じられる環境づくりが課題となっています。 

●総合公園である富士見公園は再整備が進み、機能の充実が図られてきましたが、災害時の
広域避難場所であることから、防災減災機能の充実を図ることが求められています。また、
都心部に位置する大規模公園の一つとして、グリーンコミュニティの拠点として活用を進
めていくことが必要です。 

●川崎駅周辺は、本市の玄関口にふさわしい都市景観を形成していくため、街路樹の適正な
との協働による緑化を持続的に進めていくことが必要です。 

●市街地と臨海部の接点となる産業道路周辺や、産業道路以南から内奥運河までの住工並存
市街地では、快適な生活環境の創造に向けた緑の創出が引き続き課題となっています。 

●臨海部には、東京湾や運河等の水辺や事業所緑地が存在していますが、港湾緑地を除くと、

触れる「見える緑」を増やしていくことや、土地利用

ています。 

●事業所と協力して「臨海のもり」づくりを進めている臨海部の特色を、自然体験、環境学
習に活かしていくことも求められています。 

③施策の展開 

ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○「臨海のもり」づくりの推進 

・臨海部に立地する事業所の緑化地や、港湾緑地・都市公園などの公共緑地を風の道となる街
路樹等の緑でつなぎ、運河や多摩川の水辺環境を含めて、臨海部全体を緑豊かな「もり」と
する「臨海のもり」づくりを推進し、風の道を形成、国際拠点としての活性化、臨海部全体
のイメージアップを推進します。 

・
はじめとする事業所や、国と連携して、道路や水際線等に沿う「見える緑」を確保する
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仕組みを検討します。 

・「見える緑」と公園、街路樹等によって緑のネットワーク形成を図ることにより、景観の
改善、生物多様性の保全、災害に強いまちづくりなどを推進します。 

・景観向上や内陸部の都市環境の改善につながる「風の道」の形成を図るため、水際線の
事業所との連携による緑化や、主要幹線道路の街路樹整備などを推進します。 

・特にキングスカイフロントなどの拠点地区及びその周辺における公共空間の緑化を推進
します。 

○多摩川の保全と活用 

・大師河原地区の桜並木や、河口部の河原風景など、本市の都市景観と調和した多摩川の
風景を保全します。 

・多摩川に隣接する公園と連携した拠点形成により、水と緑の連続性・回遊性の確保を進
めます。 

○富士見公園の再整備と防災機能の強化 

・都心における総合公園である「富士見公園」の機能回復を図り、施設の再編整備を進め
ます。 

・復旧・復興段階における物資の供給や救援活動の拠点となっていることから、防災機能
の強化に資する整備を推進します。 

○川崎駅周辺地区・川崎臨海地区における持続的な緑化の推進 

・川崎駅周辺地区緑化推進重点地区においては、今後、既存計画の改定（見直し）を行う
とともに、引き続き持続的な緑化を推進し、本市の玄関にふさわしい風格ある景観形成
を図ります。 

・川崎臨海地区緑化推進重点地区においては、臨海のもりづくり緑化推進計画に則し、引
き続き臨海部の緑化を推進し、臨海部にふさわしい景観の形成を図ります 

○協働による地域緑化の推進 

・区の花である「ひまわり」「ビオラ」の植栽及び配布、区の木である「イチョウ」を活用
したイベント等の実施により、区の花・区の木の普及を図り、区のイメージアップ、地
域緑化を推進します。 

・県立川崎高校の養蜂を、花いっぱい運動などの地域緑化推進の視点から支援し、区のイ
メージアップと魅力の向上を図ります。 

意識の向上を図り、二酸化炭素削減にもつながる地域緑化を推進します。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 
○ 地域コミュニティの形成 
・公園における少子高齢社会に対応した新たなコミュニティの創出と活性化を図ります。 
・田島支所敷地などを活用して、ガーデニング講座などのイベントを実施することにより、
地域の大人から子どもまでが交流し、緑にふれあえる緑化推進拠点の形成を図ります。 
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○富士見公園を拠点としたまちづくりの展開 
・ 及びまちづくりの取組を担う組織・団体と連携して、まちの賑わい創出に寄与
する公園として、富士見公園の整備・管理運営・活用を進めていきます。 

○多摩川の特性を活かした魅力創出 
・多摩川の連続性や自然資源などのポテンシャルを最大限に活かし、地域間交流や水辺の
賑わい創出に向けた取組を推進します。 
・だいし水辺の楽校の活動フィールドを活かし、子どもたちが河川に親しむ自然体験の推
進を支援します。 

○臨海部の魅力的なロケーションの活用・情報発信 
・臨海部の魅力的
のふれあいの場、海風を感じやすらげる緑地空間を形成するとともに、広大な空間を利
用した賑わいの創出、さらには緑を含めた臨海部全体の魅力の情報発信を進めます。 

図 4-2 川崎区における施策の展開  
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２ 幸区 
①区の概況 

●幸区は、南東部に位置し、多摩川、鶴見川、矢上川にはさまれた平坦な地形からなってい
ます。 

●土地利用は、住宅系土地利用の割合が最も高く、区面積の３９．３％を占めています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は２４．３４ｈａで、区面積の２．４％を占めてお
り、平成１８（２００６）年度から、約２．４ｈａ減少しています。 

表 4-3 幸区の概況 

人口等 
人口 166,222 人 
世帯数 78,571 世帯 
人口密度 164.7 人／ha 

面積 
面積 1,009ha 
市域に占める割合 7.0％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 24.34ha
（2.4％）

図 4-3 幸区の緑の現況 
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②緑の現況と課題 
●

●鶴見川や、矢上川等の
重な自然環境として、水辺空間の環境や景観を活かした緑のまちづくりが望まれています。 

●二ヶ領用水は、地域の歴史的文化資源であるとともに、生活にうるおいを与える水辺空間
であるため、河川改修等の機会を捉えて、身近な水辺として再生、活用していくことが必
要です。 

● 崎・鹿島田駅周辺では、再開発によって賑わいある拠点が形成されてお
と協力して風格のあるまちを実感できる緑を育成していくため、持続

的に緑化活動を推進していくことが必要です。 

●御幸公園については、梅林という資源を活かしながら、多摩川緑地と隣接する立地も活か
した拠点として整備、活用することが求められています。また、「加瀬山」の名前で親しま
れ、歴史ある豊かな自然の中に立地する夢見ヶ崎公園については、市内唯一の動物園とし

が憩い交流する場、動物とふれあえる学習、体験の場として活用を進めてい
く必要があります。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○多摩川の保全と活用 

・上平間・古市場地区の運動施設等の再整備、利用のマナーアップに取り組むなど、多摩
取組を進めます。 

・多摩川に隣接する御幸公園と連携した拠点形成により、水と緑の連続性・回遊性の確保
を進めます。 

○川崎・新川崎・鹿島田駅周辺地区における持続的な緑化の推進 

・川崎駅周辺地区緑化推進重点地区、新川崎・鹿島田駅周辺地区緑化推進重点地区におい
ては、今後、既存計画の改定（見直し）を行うとともに、引き続き持続的な緑化を推進
し、幸区にふさわしい魅力ある都市景観の形成を図ります。 

○身近な河川の保全・再生 

・地域の風土と文化を形成する二ヶ領用水については、「二ヶ領用水総合基本計画」に基づ
き水と緑の保全・再生・創出を図ることにより、生物多様性に配慮したエコロジカルネ
ットワークを形成します。 

○協働による地域緑化の推進 

・区役所庁舎や公共空間での区の木「ハナミズキ」、区の花「ヤマブキ」の植樹等を通じて、
地域に対する愛着心の醸成を図ります。 

との協働による公共花

し
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ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園における地域コミュニティの形成 

・公園における少子高齢社会に対応した新たなコミュニティの創出と活性化を図ります。

○御幸公園梅香事業の推進 

・御幸公園梅香事業推進計画に基づき、市制 100 周年に向けて、梅の植樹による梅林の復

の形成や活性化、公園周辺の魅力向上を図ります。 

○夢見ヶ崎公園の活用 

・「夢見ヶ崎動物公園基本計画」に基づき、夢見ヶ崎公園の魅力向上に賛同するサポーター
と協働して、動物を活かしたさまざまなイベントの運営や、緑環境や歴史的資源の保全・
育成を進めることにより、夢見ヶ崎公園をコミュニティ活動の場と位置づけるとともに、
賑わいの創出を図ります。 

・学校現場・教育委員会と連携し、飼育経験や草花の植え付け等を活かした教育活動の場
として活用します。 

○多摩川の魅力向上 

・多摩川の連続性や自然資源などのポテンシャルを最大限に活かし、地域間交流や水辺の
賑わい創出に向けた取組を推進します。 

図 4-4 幸区における施策の展開  
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３ 中原区 
①区の概況 
●中原区は、市の中心部に位置しており、北部から南東部にかけては多摩川が接しています。 

●区域は、多摩丘陵の最東端に位置し、多摩川によって形成された沖積平野の平坦地で形成
されています。 

●

●土地利用は、住宅系の割合が最も高く、区面積の４２．７％を占めています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は３４．４６ｈａで、区面積の２．３％を占めてお
り、平成１８（２００６）年度からは約２．５ｈａ減少しています。 

●中原区では、武蔵小杉駅周辺で大規模な再開発事業が展開され、都市化が進行しています。 

●中原区内の測定地点では、年平均気温、日最高気温の年平均値、日最低気温の年平均値は、
昭和６０（１９８５）年から平成２６（２０１４）年までの３０年間で有意な上昇傾向を
示しており、臨海部及び丘陵部の測定地点に比べ変化が大きくなっています。また、真夏
日日数及び熱帯夜日数についても有意な増加傾向にあり、ヒートアイランド現象が見られ
ています。 

表 4-4 中原区の概況 

人口等 
人口 254,509 人 
世帯数 127,945 世帯 
人口密度 171.8 人／ha 

面積 
面積 1,481ha 
市域に占める割合 10.3％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 34.46ha
（2.3％）

図 4-5 中原区の緑の現況  
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②緑の現況と課題 
●武蔵小杉駅周辺では大規模な再開発事業が展開され、都市型住宅の建設が進んでいるとと
もに、大規模な商業施設の開業も相次いでおり、賑わいあるまちにふさわしい、魅力的な

と連携して創出、育成していくことが求められています。 

●住宅地に点在する生産緑地には区の花パンジーなどを栽培する風景が見られるほか、横浜

していくことが求められています。 

●二ヶ領用水や多摩川をはじめ、井田山の緑地や下小田中の農地などの豊かな自然環境、等々
力緑地内のスポーツ・レクリエーション施設など、魅力ある多様な緑の資源があり、こう

くことが求められています。 

●等々力緑地などの大規模な公園や、井田山周辺のまとまった緑を、社寺林の保全、河川に
沿った地域緑化の促進等によって、ネットワーク化していくことが必要です。 

●二ヶ領用水沿川に植樹され、地域に親しまれている桃、桜の木の老木化が進んでおり、適
切な維持管理や更新を進めていくことが必要です。 

●大規模な再開発事業等を背景に子育て世代の転入が多く、子どもの遊び場、子育て世代の
交流の場として、身近な公園がコミュニティ形成に寄与していくことも必要です。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○緑のつながりの保全 

・ヒートアイランド現象の緩和や生物多様性の保全の観点から、多摩川崖線軸を形成する
まとまりのある樹林地の保全に努めます。 

・地域緑化推進地区の認定などにより、地域ぐるみで樹林地の保全、緑化の推進に取り組
みます。 

との協働により、保全した樹林地の保全管理を進めます。 

○多摩川の保全と活用 

取組を進めます。 

・多摩川に近接する等々力緑地と連携した拠点形成により、水と緑の連続性・回遊性の確
保を進めます。 

○等々力緑地の再編整備 

・緑やスポーツ・レクリエーションの拠点である等々力緑地について、小杉駅周辺のまち
づくりと連携した施設の再編整備を進めます。 

・広域避難場所であり、復旧・復興段階における物資の供給や救援活動の拠点となってい
ることから、防災機能の強化に資する整備を推進します。 

・平成３２（２０２０）年に開催される東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技
大会の事前キャンプ受け入れへの対応に加え、オリンピック・パラリンピック後にも魅
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力ある緑地であり続けるために、陸上競技場・補助陸上競技場の整備や、緑地内の案内
サインの更新、施設のバリアフリー化等を進めます。 

○農地の保全 

・良好な都市環境を形成している一団の良好な農地を生産緑地地区に指定し、保全に努め
ます。 

○小杉地区における持続的な緑化の推進 

・小杉地区緑化推進重点地区においては、再開発の動向を踏まえながら、今後、既存計画
の改定（見直し）を行うとともに、引き続き持続的な緑化を推進し、中原区にふさわし
い魅力ある都市景観の形成を図ります。 

○協働による地域緑化の推進 

りを推進します。 

所づくりを進め、うるおいがあり環境と調和したまちづくりを進めます。 

○身近な河川の保全・再生 

・ヒートアイランド対策、エコロジカルネットワーク形成の観点から、地域の風土と文化
を形成する二ヶ領用水や、渋川等の水辺空間の保全・再生を図るとともに、河川改修な
どの機会を捉えながら、地域特性に応じた川づくりを進めます。特に渋川については、
小杉地区における再開発事業に合わせ、人が集まり賑わいを生む空間整備を進めます。 

○緑のネットワーク形成 

間企業、行政の協働により多様な緑化を継続的に推進し、大規模な公園や、井田山周辺
のまとまった緑の間に飛び石状の緑を増やし、緑のネットワークを形成します。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園等における地域コミュニティの形成 

・公園を活用した地域コミュニティ強化に向けた取組を検討します。 

・武蔵小杉駅周辺における公園等については、エリアマネジメントの動きと連携し、地域
コミュニティの拠点へと位置づけるとともに、都市拠点としての賑わいをもたらす活用
の取組を推進します。 

○等々力緑地におけるパークマネジメントの推進 

・等々力緑地の管理への の導入を進めるとともに、まちの賑わい創出に寄与する
公園として、管理運営・活用を進めます。 

○多摩川の特性を活かした魅力創出 

・多摩川の連続性や自然資源などのポテンシャルを最大限に活かし、地域間交流や水辺の
賑わい創出に向けた取組を推進します。 
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・とどろき水辺の楽校の活動フィールドを活かし、子どもたちが河川に親しむ自然体験の
推進を支援します。 

を図ります。 

図 4-6 中原区における施策の展開 



第４章 区別方針  〇

173 

４ 高津区 
①区の概況 
●高津区は

●区域は、多摩川沿いの沖積低地と、多摩丘陵東端部の丘陵地で形成されています。 

●土地利用は、住宅系の割合が最も高く、区面積の３９．６％を占めています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は９６．６７ｈａで、区面積の５．７％を占めてお
り、平成１８（２００６）年度からは約１０．２ｈａ減少しています。 

表 4-5 高津区の概況 

人口等 
人口 230,977 人 
世帯数 110,492 世帯 
人口密度 135.1 人／ha 

面積 
面積 1,710ha 
市域に占める割合 11.8％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 96.67ha
（5.7％）

図 4-7 高津区の緑の現況 
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②緑の現況と課題 
●
上重要な役割を担っています。また、運動施設やサイクリングコースとしても、多くの市

●二ヶ領用水本川、平瀬川、有馬川、矢上川、江川等の水辺空間の環境や景観を活かした緑
のまちづくりが望まれています。 

●多摩川崖線軸の樹林地は、市域の骨格的な緑であり、高津区を特徴づける貴重な自然環境
です。これらの樹林地については保全を進めていますが、崖線の緑の連続性確保は今後も
必要です。 

●多摩川崖線軸上には、緑ヶ丘霊園、橘特別緑地保全地区が存在しており、軸の緑をつなげ
るため、周辺地域における緑の保全や地域緑化の促進が必要です。 

●多摩川をはじめ、二ヶ領用水久地円筒分水や、市内初の国史跡・橘樹官衙遺跡群など、緑、
水辺と一体となった歴史的・文化的資源をはじめ、久末地区を中心とした農のある風景や
多摩川の水辺、緑などの豊かな自然が残されており、保全とともに、これらの魅力を伝え
ていくことが求められています。 

●宅地化の進展等による生き物の生育空間の減少や、土地の保水力の低下などが懸念される

然環境、公園を活動のフィールドとして積極的に活用していくことが望まれています。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○緑のつながりの保全 

・多摩川崖線軸の緑をつなげるため、地権者の理解と協力を得ながら樹林地の保全施策を
推進します。 

進し、緑のつながりの再生に努めます。 

との協働により、保全した樹林地の保全管理を進めます。 

○多摩川の保全と活用 

近な存在になるよう魅力向上の取組を進めるとともに、水と緑の連続性・回遊性の確保
を進めます。 

○緑ヶ丘霊園の整備推進 

・
自然環境の保全や、利用者の利便性の向上を図るための整備と管理を進めます。 

○農地の保全と活用及び「農」とのふれあい推進 

・良好な都市環境を形成している一団の良好な農地を生産緑地地区に指定し、保全に努め
ます。 
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・「農と緑のふれあい拠点」である久末地区において、都市景観、ヒートアイランド現象の
緩和、生物多様性などの観点から、地域の振興と併せた樹林地等の保全、農地保全を進
めます。 

さまざまな形で農業を体験で
きる機会の創出に引き続き努めます。 

を結び、次世代に伝える活動作りを推進することにより、地域の活性化やふるさと意識
の醸成を図ります。 

○身近な河川等の保全・再生 

・地域の風土と文化を形成する二ヶ領用水や、平瀬川、有馬川、矢上川、江川の保全・再
生を図るとともに、河川改修などの機会を捉えながら、地域特性に応じた川づくりを進
めます。 

・河川に沿って地域ぐるみの緑化を促進し、エコロジカルネットワークを形成します。 

公園の整備と併せながら
保全に努めます。 

○溝口駅周辺地区における持続的な緑化の推進 

・溝口駅周辺地区緑化推進重点地区においては、今後、既存計画の改定（見直し）を行う
とともに、引き続き持続的な緑化を推進し、高津区にふさわしい魅力ある都市景観の形
成を図ります。 

○協働による地域緑化の推進、エコシティの形成 

るおいのあるまちづくりを推進します。 

・区内小学校等のビオトープの活用やエコシティツアーの実施などにより、地域レベルに
おける地球温暖化対策や生物多様性の保全に向けた取組を推進します。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園等における地域コミュニティの形成 

作りはもとより、公園における世代間交
流を推進し、地域における見守り体制の構築と新たなコミュニティの形成を図ります。 

○多摩川の特性を活かした魅力創出 

・多摩川の連続性や自然資源などのポテンシャルを最大限に活かし、地域間交流や水辺の
賑わい創出に向けた取組を推進します。 

○歴史的文化資源と一体となった自然環境の魅力発信 

・多摩川、二ヶ領用水、橘特別緑地保全地区等、地域の歴史的文化資源と一体となった自
然環境のネットワーク化を図る「高津のさんぽみち」のガイドマップ作成やウォーキン
グイベント等の実施により、回遊性のある魅力的なまちづくりを推進します。 
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図 4-8 高津区における施策の展開 
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５ 宮前区 
①区の概況 
●

●
平瀬川、平瀬川支川、矢上川、有馬川に沿って街が形成されています。 

●

●土地利用は、住宅系の割合が最も高く、区面積の４４．０％を占めています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は１５４．８８ｈａで、区面積の８．３％を占めて
おり、平成１８（２００６）年度からは約１８．７ｈａ減少しています。 

表 4-6 宮前区の概況 

人口等 
人口 230,121 人 
世帯数 98,194 世帯 
人口密度 123.7 人／ha 

面積 
面積 1,860ha 
市域に占める割合 12.9％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 154.88ha
（8.3％）

図 4-9 宮前区の緑の現況 
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②緑の現況と課題 
●市内７区の中では生産緑地面積が最も広く、農産物直売所が区内各地に点在しているほか、
生田緑地や菅生緑地等の大規模公園が立地し、公園数も２番目に多いなど、身近に農や緑
を感じることができる環境が残されていますが、樹林地、農地の減少は続いており、多摩
川崖線軸の樹林地や、農地の保全が求められています。 

●多摩川崖線軸の緑の連続性を維持するために、樹林地の保全に加え、地域緑化の促進が必
要です。 

●

然空間であり、安全で快適な河川環境の整備が求められています。 

●これらの中小河川の流域に残された身近な緑の保全、河川に沿ったエコロジカルネットワ
ークの形成が必要です。 

●旧石器時代の鷲ヶ峰遺跡や弥生時代の東高根遺跡、国史跡にも指定された橘樹官衙遺跡群
（影向寺遺跡）などが存在する地域であり、緑と一体となった歴史的資源を活かしたまち
づくりが必要です。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○緑のつながりの保全 

・多摩川崖線軸の樹林地について、地権者の理解と協力を得ながら保全施策を推進します。 

・新たな緑地総合評価に基づき、中小河川流域に残された身近な樹林地の保全を推進しま
す。 

との協働により、保全した樹林地の保全管理を進めます。 

○生田緑地、菅生緑地の整備 

・本市最大の緑の拠点である生田緑地においては、自然環境を活かした総合公園として整
備を進めます。 

・菅生緑地について、里山の自然環境
働により整備・管理を進めます。 

○農地の保全と活用及び「農」とのふれあい推進 

・良好な都市環境を形成している一団の良好な農地を生産緑地地区に指定し、保全に努め
ます。 

さまざまな形で農業を体験で
きる機会の創出に引き続き努めます。 

・区内産農産物を使った料理コンテストや交流会を開催することにより、区内農産物の活
用を広め、地産地消を促進するための環境づくりを進めます。 
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○宮前平・鷺沼駅周辺地区における持続的な緑化の推進 

・宮前平・鷺沼駅周辺地区緑化推進重点地区においては、今後、既存計画の改定（見直し）
を行うとともに、引き続き持続的な緑化を推進し、宮前区にふさわしい魅力ある都市景
観の形成を図ります。 

○身近な河川等の保全・再生 

・平瀬川、平瀬川支川、矢上川、有馬川の保全・再生を図るとともに、河川改修などの機
会を捉えながら、地域特性に応じた川づくりを進めます。 

・河川に沿って地域ぐるみの緑化を促進し、エコロジカルネットワークを形成します。 

・「鶴見川流域水マスタープラン」との連携を図りながら、河川環境の改善に努めます。 

公園の整備と併せながら
保全に努めます。 

○協働による地域緑化の推進 

交流会の開催や花壇作りの技術支援などにより、緑化活動団体の交流促進・技術向上を
図り、地域の活性化と人材育成を推進します。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園等における地域コミュニティの形成 

て、地域コミュニティの核として公園の利活用を進めます。 

作ること

がスポーツに親しみ、健康や体力の維持増進を図ることのできる環境づくりを推進しま
す。 

○生田緑地を拠点としたまちづくりの展開 

・生田緑地に関わる多様な主体による「生田緑地マネジメント会議」が管理運営に参加す
ることで、生田緑地の魅力を高め、まちの発展につなげる取組を進めます。 

○緑や水と一体となった地域資源を活かしたまちづくり 

・「歴史的遺産」や「農」といった地域資源を活用し、地域を巡るウォーキングイベントの
実施や、マップの配布による情報発信を行い、多様な人材の参画による地域づくりを推
進します。 

など親子で自然体験ができる機会を作り、自然を大切にする心を育み、地域に関心を持
つきっかけ作りを行います。 

づくりを推進します。 
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○広域的な緑の連携 

・多摩・三浦丘陵の一翼を担う市の樹林地について、市域を越えて関係自治体と連携する
ことで保全や活用に関する意識を共有し、広域的・効果的な取組を進めます。 

図 4-10 宮前区における施策の展開 
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６ 多摩区 
①区の概況 
●

●
用水が流れています。 

●土地利用は、住宅系の割合が最も高く、区面積の４０．９％を占めています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は２２０．４４ｈａで、区面積の１１．４％を占め
ており、平成１８（２００６）年度からは約１１．０ｈａ減少しています。 

表 4-7 多摩区の概況 

人口等 
人口 216,372 人 
世帯数 109,431 世帯 
人口密度 106.1 人／ha 

面積 
面積 2,039ha 
市域に占める割合 14.1％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 220.44ha
（10.8％）

図 4-11 多摩区の緑の現況 
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②緑の現況と課題 
●多摩川や二ヶ領用水、三沢川、五反田川等、流れる水が豊かな地域であり、河川環境を保
全、整備するとともに、河川を活かした緑と水のネットワークを形成していくことが必要
です。 

●多摩川崖線軸が区内を横断しており、減少が続く樹林地の保全が必要であるとともに、地
域緑化を促進し、樹林地の連続性を維持していくことが必要です。 

●首都圏を代表する緑豊かな生田緑地には、世界的にも著名な芸術家・岡本太郎の作品を収

水準の星空を映す「かわさき宙〔そら〕と緑の科学館」、世界の子どもたちに愛される「藤
子・Ｆ・不二雄ミュージアム」といった、個性豊かな文化・教育施設が点在し、市内有数
の観光名所となっています。生田緑地マネジメント会議を中心に、緑地を活かしたまちづ
くりの活動が進められており、更に推進していくことが求められています。 

●農地の宅地化も進行しており、都市における「農」の多面的機能に着目しながら、持続的
な保全を図っていくことが必要です。 

●多摩川や二ヶ領用水などの水辺、首都圏でも有数の自然環境を残す生田緑地や多摩川崖線
軸の斜面緑地など、地域資源となっている緑と水をまちづくりに活かしていくことが望ま
れています。 

●二ヶ領用水宿河原線などにおいて植樹され、地域に親しまれている樹木の老木化が進んで
おり、適切な維持管理や更新を進めていくことが必要です。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○緑のつながりの保全 

・多摩川崖線軸の緑をつなげるため、地権者の理解と協力を得ながら樹林地の保全施策を
推進します。 

進し、緑のつながりの再生に努めます。 

・緑地総合評価に基づき、中小河川流域に残された身近な樹林地の保全を推進します。 

との協働により、保全した樹林地の保全管理を進めます。 

○生田緑地、稲田公園の整備 

・本市最大の緑の拠点である生田緑地においては、自然環境を活かした総合公園として整
備を進めます。また、緑地内の適正な植生管理に向けた取組を推進するため、地区ごと
の植生調査及び管理方針の策定を行います。 

・稲田公園の再整備を進め、魅力向上を図ります。 

○多摩川の保全と活用 

・多摩川河川敷の運動施設や利便施設の再整備、利用のマナーアップに取り組むなど、多
取組を進めます。 
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・多摩川に近接する稲田公園と連携した拠点形成により、水と緑の連続性・回遊性の確保
を進めます。 

・区役所、二ヶ領せせらぎ館において、多摩川に生息する淡水魚等の展示や情報発信を行
き物に身近に親しむ機会を提供するするとともに、多摩

川への愛着を深め、環境意識を啓発します。 

○農地の保全と活用及び「農」とのふれあい推進 

・良好な都市環境を形成している一団の良好な農地を生産緑地地区に指定し、保全に努め
ます。 

踏まえながら、今後、既存計画の改定（見直し）を行うとともに、引き続き持続的な緑
化を推進し、多摩区にふさわしい魅力ある都市景観の形成を図ります。 

○身近な河川等の保全・再生 

・三沢川、五反田川、旧三沢川、山下川、二ヶ領本川、二ヶ領用水（上河原線、宿河原線）、
平瀬川支川の保全・再生を図るとともに、河川改修などの機会を捉えながら、地域特性
に応じた川づくりを進めます。平瀬川支川については、生物多様性に配慮した環境整備
を引き続き進めます。 

・河川に沿って地域ぐるみの緑化を促進し、エコロジカルネットワークを形成します。 

公園の整備と併せながら
保全に努めます。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園等における地域コミュニティの形成 

・運動場や公園など身近な自然環境を活用し、子どもの創造力と社会性を培う「こどもの
外遊び」を推進します。 

・身近な地域に存在する公園について、地域コミュニティの拠点となる場所及びきっかけ
作りを図ります。 

・公園体操をはじめ、公園における少子高齢社会に対応した新たなコミュニティの創出と
活性化を図ります。 

○生田緑地を拠点としたまちづくりの展開 

・生田緑地に関わる多様な主体による「生田緑地マネジメント会議」が管理運営に参加す
ることで、生田緑地の魅力を高め、まちの発展につなげる取組を進めます。 

○里地里山資源の発掘、普及促進 

土への理解と愛着の醸成を図ります。 



〇 第４章 区別方針 

184 

○多摩川の特性を活かした魅力創出 

・多摩川の連続性や自然資源などのポテンシャルを最大限に活かし、地域間交流や水辺の
賑わい創出に向けた取組を推進します。 

・二ヶ領せせらぎ館、かわさき水辺の楽校の活動フィールドを活かし、子どもたちが河川
に親しむ自然体験の推進を支援します。 

図 4-12 多摩区における施策の展開
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７ 麻生区 
①区の概況 
●麻生
り組んだ地形となっています。 

●区全体が尾根線によって囲まれ、独立性の高い環境を形成しています。 

● 、岡上地区の市街化調整区域にまとまった山林や農地が多く存在していますが、
市街地にも多数の農地が分布しています。 

●土地利用は、住宅系土地利用の割合が最も高く、区面積の３７．４％を占めています。ま
た、農地の占める割合が市内で最も高く、１０．３％となっています。 

●自然的環境の分布における樹木の集団は３６８．９０ｈａで、区面積の１６．０％を占め
ており、市内で最も多い状況です。しかし、平成１８（２００６）年度からは約６９．８
ｈａ減少しており、減少量も市内で最も多くなっています。 

表 4-8 麻生区の概況 

人口等 
人口 177,476 人
世帯数 76,171 世帯
人口密度 76.8 人／ha 

面積 面積 2,311ha
市域に占める割合 16.0％ 

自然的環境の分布 樹木の集団 368.90ha
（16.0％）

図 4-13 麻生区の緑の現況  
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②緑の現況と課題 
●多摩丘陵軸に位置する麻生区は、里地・里山など緑のうるおいにあふれ、一人あたりの公
園面積は、約 10 ㎡と 7区で最も高く、緑に対する満足度も高い状況となっています。一方
で、市街化によって樹林地の減少は続いており、樹林地の保全が引き続き必要です。また、
保全した樹林地について、適切に管理していくことも求められています。 

●鶴見川水系の麻生川、片平川、真福寺川、早野川や、多摩川水系の平瀬川支川、五反田川、
川環境の整備が

必要です。 

●多摩丘陵軸を構成する王禅寺ふるさと公園、早野聖地公園等の拠点の整備と機能の充実が
必要です。 

● ・「岡上」の農業振興地域は、優良な農地の保全とともに、温室効果ガス
の吸収、生物多様性の保全、環境学習の場の確保などの観点から、まとまりある樹林地の

●区内には、農産物直売所「セレサモス」
川農場」が開場するなど、農業資源に恵まれており、「農ある風景」を保全していくととも
に、豊富な農業資源を地域資源として活かし、地域の魅力やブランド力を更に高めること
が求められています。 

●緑化推進重点地区に設定されている新百合 との協働によ
る緑の創出、育成に引き続き努めていく必要があります。 

③施策の展開 
ⅰ）緑の空間づくりの展開 

○多摩丘陵軸における緑の保全と創出 

・多摩丘陵軸の緑をつなげるため、地権者の理解と協力を得ながら樹林地の保全施策を推
進します。 

進し、緑のつながりの再生に努めます。 

・新たな緑地総合評価に基づき、中小河川流域に残された身近な樹林地の保全を推進しま
す。 

との協働により、保全した樹林地の保全管理を進めます。 

○王禅寺ふるさと公園の自然環境等の活用 

・「水と緑とのふれあい・ふるさと意識の醸成」をテーマとした公園の特色を活かすため、
園内の自然環境やオープンスペースを活用し、自然の移ろいや賑わいなどが実感できる
場の確保に努めます。 

○早野聖地公園の整備 

・
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○農ある風景の保全 

・緑と農の 3
振興などの施策間連携により「農ある風景」を保全し、次世代に継承していきます。 

・良好な都市環境を形成している一団の良好な農地を生産緑地地区に指定し、保全に努め
ます。

・市街化調整区域に存在する良好な農地の保全に努めます。 

さまざまな形で農業を体験で
きる機会の創出に引き続き努めます。 

○新百合丘地区における持続的な緑化の推進 

・新百合丘地区緑化推進重点地区においては、今後、既存計画の改定（見直し）を行うと
ともに、引き続き持続的な緑化を推進し、麻生区にふさわしい魅力ある都市景観の形成
を図ります。 

○身近な河川等の保全・再生 

・早野川、片平川、麻生川、真福寺川、五反田川、平瀬川支川、三沢川の保全・再生を図
るとともに、河川改修などの機会を捉えながら、地域特性に応じた川づくりを進めます。
また、河川に沿って地域ぐるみの緑化を促進し、エコロジカルネットワークを形成しま
す。 

・「鶴見川流域水マスタープラン」との連携を図りながら、河川環境の改善に努めます。 

公園の整備と併せながら
保全に努めます。 

○協働による地域緑化の推進 

・生き物の生息・生育に配慮した街中の緑や公園等をつなぐコリドー及び風の道を形成し
ていくため、地域ぐるみの緑化活動、緑地協定の締結、緑化指針による緑化指導、公共

、行政の協働により多様な緑化を継続的に推進し、
飛び石状の緑を増やします。 

・緑のカーテン大作戦や地球温暖化対策など、環境や緑の保全に関する普及啓発を推進し
ます。 

・区の花として親しまれているヤマユリの植栽活動を促進・支援し、そのノウハウの蓄積、
普及を推進します。 

・公共空間にある花壇を自主的かつ継続的に管理している美化活動団体に対して、花苗等
を提供し、地域の環境美化を促進します。 

ⅱ）グリーンコミュニティの展開 

○身近な公園等における地域コミュニティの形成 

・公園における少子高齢社会に対応した新たなコミュニティの創出と活性化を図ります。 

・健康寿命の延伸と地域のつながり作りのため、公園を拠点とした健康ウォーク及び健康
体操を推進します。 
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・スポーツ・健康ロードを活用し、自然風景や地域管理による花壇を楽しむウォーキング

○里地里山資源の発掘、普及促進 

ど若い世代に、里地里山の魅力や必要性を伝えます。 

・里山風景と芸術の融合や、農を活かした地域交流など、里地里山ならではの資源を活用
した、まちの賑わい作りに資する取組を推進します。 

行政の協働により、農産物等の地産地消、農と里山体感・地域交流、里山の保全と活用
など、地域資源を活用した事業を推進します。 

り、農産物等の地産地消、農と里山体験・地域交流、里山の保全と活用など、地域資源
を活用した事業を実施します。 

・岡上地区では、関係局や地域と連携し、それぞれの地域特性を踏まえた地域の活性化や
地域交流の取組を進めます。 

○広域的な緑の連携 

・多摩・三浦丘陵の一翼を担う市の樹林地について、市域を越えて関係自治体と連携する
ことで保全や活用に関する意識を共有し、広域的・効果的な取組を進めます。 
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図 4-14 麻生区における施策の展開  
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第５章 実現性の高い計画とするために 
１ 進行管理の考え方 
緑の基本計画を実現性の高い計画とするために、進行管理にあたっては、計画（ＰＬＡＮ）・
実行（ＤＯ）・評価（ＣＨＥＣＫ）・公表（ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ （ＬＥＡ
ＲＮ）・改善（ＡＣＴＩＯＮ）の６つの視点を適切に運用します。 
その上で、次の点について強化・改善を図り、進行管理の実効性を高めます。 

（ＬＥＡＲＮ）の強化 
改善（ＡＣＴＩＯＮ）における見直し事項の具体化 

図 5-1 ６つの視点（ＰＤＣＰＬＡ）に基づく進行管理のイメージ 

２ 実施状況の評価と公表の仕組み 
①緑の実施計画の作成（ＰＬＡＮ） 
緑の基本計画の実効性を高めるため、緑の条例第９条第１項の規定による「緑の実施計画」
を定めます。 
また、緑の基本計画に示された「緑の目標」は、「緑の実施計画」により川崎市総合計画と
の整合を図り、必要な施策について３箇年又は４箇年ごとの事業実施の管理を行います。 

②施策の実行（ＤＯ） 
緑の実施計画による３箇年又は４箇年の事業スケジュールに基づき、緑の目標を支える事業
を推進します。 

③進行管理・評価（ＣＨＥＣＫ） 
計画の進行にあたっては、緑の条例第９条第２項の規定により、毎年、施策の実施状況を環
境審議会に報告するとともに、事業実施手法等「実行」に関する助言を受けます。 

緑の実施計画 

の作成 

（ＰＬＡＮ） 

施策の実行 

（ＤＯ） 

進行管理・評価 

（ＣＨＥＣＫ） 

進捗状況の公表 

（ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ） 

市民意見の把握 

（ＬＥＡＲＮ） 

改善 

（ＡＣＴＩＯＮ） 
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④進捗状況の公表（ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ） 

施策の推進に関する評価は、インターネットの「川崎市ホームページ」や、「環境情報」（月
に周知します。 

ことが大切です。 

さまざま ます。 

⑥リーディング事業、施策の見直し（ＡＣＴＩＯＮ） 

環境審議会による意見を参考として、実施計画の計画期間最終年度に効果を点検し、必要に
応じてリーディング事業、施策の見直しを実施します。 

図 5-2 施策の実施状況の評価と公表の仕組み 
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参考資料 
１ 市民意見 
平成２０（２００８）年３月改定の川崎市緑の基本計画は、協働を重視し、さまざまな取組

計画改定の審議に活用しました。 

①活動団体へのアンケート調査 
公園・街路樹の維持管理、緑の保全、緑化推進に取り組む関係団体（４３８団体）を対象に、
活動の成果や課題、今後の緑行政に必要な視点の把握等を目的として平成２７（２０１５）年
２月に実施したアンケート調査から、主に次の事項が把握されました。 
●活動することで「活動を通じて人の輪が広がったこと」を良かったと感じる割合が各団体
に共通して高い 
●活動を行っていることで最も困っていることは、会員の高齢化、新しい会員が増えないこ
と、人手が足りないことである 
●緑行政に必要な視点は、各団体とも「緑地の保全」を選んだ割合が最も高い 

図参-1 活動を行っている中で最も課題であると思うもの（上位回答） 
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図参-2 今後の本市の緑行政に必要な視点 

②事業所アンケート 
川崎市みどりの事業所推進協議会に加盟する事業所を対象に、活動の成果や課題、今後の緑
行政に必要な視点の把握等を目的として平成２７（２０１５）年２月に実施したアンケート調
査から、主に次の事項が把握されました。 
●緑化活動は社員の緑化意識向上に貢献 
●課題は、緑化する場所がないこと、維持管理費（人員）の負担 
●今後の緑行政に必要な視点は「緑地の保全」 

図参-3 活動を通じて得られた成果 

③

見を収集することを目的にとして平成２７（２０１５）年４月に実施したアンケート調査から、
主に次の事項が把握されました。 
●現行の緑の基本計画における施策について、主に、「協働の取組、公園緑地の整備、緑地保
全など」が評価できる 
●緑に関する取組について、「地域の緑化活動、自宅の緑化など」に参加できる 
●今後の緑行政に必要な視点は主に、「防災機能の充実、生物多様性、子育て環境の充実など」 
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回
答

(%)

公園・街路樹の維持管理団体 緑の保全団体 緑化推進団体
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社員の緑化意識が高まった

イメージアップにつながっている

就労環境がよくなった

活動を通じて他事業所との連携ができた

地域の人から喜ばれた

活動を通じて他団体とのつながりができた

その他

無回答

(%)
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④
政に対する意識を明らかにし、市政運営や政策立案の参考とすることを

●市域全体の緑に満足している割合（十分満足とまあまあ満足の合計）は変わらないが、不
満（やや不満とおおいに不満の合計）が減少 
●市域における公園緑地の偏在などを背景に、南部地域などにおいて満足度が依然として低
い 
●保全を希望する場所として、街路樹や並木の緑に加え公園、お寺や神社の緑等、生活空間

図参-4 市域全体の緑についての満足度 

図参-5 市域全体の緑についての満足度（区別） 
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図参-6 保全を希望する緑の場所 

⑤かわさきのみどりづくりワークショップ 

きのみどりづくりワークショップ」と題したワークショップを市内４会場で開催し、合計１０

主な意見は次のとおりです。 

《各会場に共通して多かった意見》 
●市南部では緑の創出、市北部では残された緑の保全が必要 
●公園や街路樹の維持管理、里山の保全再生に取り組む団体への若い人の参加促進が必要 
●機材の貸出、経費の補助や広報等、行政による緑に関わる活動の支援が必要 
●子どもたちが緑とふれあう機会を作り、緑の大切さを伝えていくことが必要 
《各会場の特徴的な意見》 
（エポックなかはら） ●ＩＣＴ企業の参画 

●まち記者づくり 
（麻生区役所） ●できる人ができるときに参加できる活動 

●地域の人（子ども）が参加しやすいイベント開催 
（産業振興会館） ●学校、企業への積極的な営業 

●南北での緑の交換留学 
●ミツバチを増やす緑化 

 ●ＳＮＳ（Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＬＩＮＥなど）での情報発信 
●公園を活用した収益事業の展開 
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H27（n=1,331）

H17（n=988）
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⑥子育て世代ヒアリング 
子育て世代の緑の活動への参加意向や公園の利用実態等について意見を収集することを目的
に、平成２７（２０１５）年１１月に実施した子育て世代へのヒアリング調査から、主に次の
事項が把握されました。 
子育て世代の 
参加促進 

・公園に行きたいと思わせるような広報の表現を望む。 
・きっかけが欲しい（町内会などから声かけなど）。 
・子どもが自然と集る場所には行きやすい。 
・親子両方が楽しめるプランが重要。 
・子どものうちからボランティア精神を植えつける。

公園利用 ・年齢によって遊ぶ場所・遊具を分けると安心。 
・禁止看板で公園が使いづらい。 
・どの程度のボール遊びが禁止なのか不明。 
・保育園の園児が公園を占拠してしまう。

公園施設・維持管理 ・遊具のメンテナンスが重要。 
・ボール遊びができる環境づくりが必要。 
・木の量のバランス。囲われていて不安に感じる反面、日差しをさ
えぎる面も重要。 

⑦ 募集（その2） 
本 （２０
１５）年１０月、１１月にインターネット等による意見募集、活動団体等との意見交換会を実
施しました。 
主な意見は次のとおりです。 

ア．インターネット等による意見募集 
協働の取組 ・小中学校での教育でボトムアップしていく仕組みが必要。 
緑の保全 
農地の保全 

・先祖伝来の緑地の保全を強化。 
・間伐材が燃料に使えれば、山の維持管理が有意義になる。 
・緑地保全の優位性を地主に理解してもらう。 
・渋川などを”みどり”として強調する。

公園整備 ・都市部（市街地）の公園、防災公園、緑の創生の視点が重要。 
・公園コンセプトの多様化（スポーツや庭園に特化したものなど）。 
・人口集中地区に公園を優先的に整備する。 

緑化推進 
・街路樹の整備が重要。 
・花壇の整備が重要。 
・緑化協議の対象規模を５００㎡程に下げ、屋上緑化を推進する。

公園利用 ・公園利用のルール作りは粘り強く行う。 

イ．活動団体等との意見交換会 
協働の取組 ・ボランティア育成講座を積極的に開催する。 

・教育の一環として緑に関心を持ってもらう。 
・小中学生、高校生の課外活動で公園清掃、緑地保全を取り上げる。
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・ボランティアばかりに頼らない取組が必要。 
・世代間の意識に差がある。 

公園整備 ・帰宅困難者の対応拠点としての公園整備が必要。
緑化推進 ・家の庭木・花など、子どもたちの目に触れる緑が重要。 

・冷気を緑で生み出すことが必要。

⑧ 募集（その３） 

部会における審議の中間段階にあたる平成２８（２０１６）年１月から４月にかけて、計画
や

募集を実施しました。 
主な意見は次のとおりです。 

協働の 
取組 ・子どもと一緒に気軽に参加できるような活動イベントがあるとよい。川

・里山ボランティア講座参加者の半数は経験者だった。初心者の参加を促
す工夫が必要。 
・かわさきみどりのレンジャーの人員増加と活用を進めるべき。 
・子どもたちに自然と関わる場と機会を確保することが、非常に重要。学
校教育での里山保全体験や農作業体験、自然豊かなプレイパークの設置、
南部と北部との交流機会の創出なども盛り込んでほしい。 

緑の保全 
農地の保全 

・協働、コミュニティ、活用が重視され、緑地保全が弱まったように見え
る。緑地の減少を止めるため、緑地そのものの保全に力を入れてほしい。 
・緑地の減少が続いている。あらゆる制度を活用して残された緑地を保全
すべき。 
・特別緑地保全地区の数に対して、保全管理団体の数が少ない。団体の育
成に向けた具体策が必要。 
・緑地保全協定の段階でも地権者にとって財政的メリットが得られるよう
にしてほしい。 
・農の３大拠点以外の市街化調整区域の緑地保全にもっと力を入れてほし
い。 
・都市農業も緑とみなし、振興策を進めるべき。 
・多摩川のマネジメント会議で、流域全体のつながりを作っていってほし
い。

公園整備 ・維持管理費の大きな箱物的施設を作るより、小規模でも木登りや虫取り
などのできる森を再生してほしい。 

ができる緑地を増やすとともに、災害時に避難場所となる施設を整備し
てほしい。

緑化推進 
堤の桜並木の復活、二ヶ領用水のしだれ桜の植え替えを進めてほしい。 
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緑の活用 ・里山としての利用が活性化すれば、炭焼きや、樹木や竹材を使った工芸
品なども復活でき、海外からの旅行者の生活体験にもつながる。緑地と
共に暮らす里山がそこにあることが重要。 
・公園の利用ルールも大切だが、コミュニティをどう再生していくかが重
要である。 
・地域のことは地域で考え、身近な公園等を活用することにより地域が活
性化すればよいと思う。

⑨改定作業の経過報告会及び 意見募集 

の基本計画』改定作業の経過報告会」を市内３会場で開催するとともに、インターネットによ
る意見募集を実施しました。 
主な意見は次のとおりです。 

計画の構成に関
すること 

・生物多様性に寄与するなど、緑の機能について触れてほしい。 
・緑は環境政策である。 

・防災に関係する内容を重視する。 
・計画を推進し、全国のモデルとなってほしい。 
・計画の中心、具体的な内容がわかりにくい。

主な成果と課題
に関すること 

・これまでの施策の具体的な成果と課題、それに基づく具体的な方向性が
わからない。 
・地域別、年度別の達成実績の推移をわかりやすく示してほしい。

協働に関するこ
と 

・緑のパートナーづくりはぜひ拡大してほしい。 

くような施策が必要。 

めてほしい。 
・協働を更に推進していくため、人づくり、規制緩和等を検討してほしい。 
・子どもへの環境学習、学校・教育委員会との連携は重要である。 
・事業所内緑地を活用した環境学習の推進に向け、みどりの事業所推進協
議会を活用して市や他企業との連携を進めてほしい。 
・地域の緑や水の環境、協働の取組に関する情報発信を進めてほしい。

緑の保全、育成、
創出に関するこ
と 

・地球温暖化防止の観点からの緑化、公園整備について言及してほしい。 

・緑を実感できる街にしてほしい。 
・緑の保全、育成、創出を着実に進めてほしい。 
・防災（洪水対策等）の観点に基づく流域単位での広域的な緑地保全の視
点が必要。 
・樹林地、山林原野の減少を食い止める保全施策が必要。 
・公園の整備、緑の創出を重視してほしい。 
・緑地保全の拡大を次期計画の重要課題に位置づけてほしい。
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・相続による緑の減少を防ぐため、相続税減免措置のある制度の周 
知、所有者との信頼関係の構築に努めてほしい。 
・開発行為によって緑の減少が進まないよう努力してほしい。 
・多摩川の資源を活かすために、多摩川沿いの道路の渡りにくさを 
改善してほしい。 
・公園の防災機能を強化、充実を検討してほしい。 
・１人あたり公園面積を増やすための方策が必要。 
・公園へのトイレの設置、ベンチや芝生の整備、高齢化への配慮、防災・
防犯対策等を進めてほしい。 
・農地を減少させないための施策を強化してほしい。 
・二ヶ領用水の活用、暗渠化された河川の復活等、河川環境の保全・ 
再生を進めてほしい。
・緑地や道路植栽の維持管理を適切にしてほしい。 
・緑に関する施策が多彩になった反面、緑地保全が弱体化している 
ように見える。緑地保全をもっと重視してほしい。

緑のマネジメン
トに関すること 

・緑の活用の視点は重要である。 
・「グリーンマネジメント」の意味がわかりづらい。 
・公園でボール遊びができるようになるとよい。 
・ボランティアが利用できる会議室、チラシ作成等の作業ができる 
場を設けてほしい。 

集まれる公園にしていくことが重要。 
・他都市からも魅力的に見える公園のイベントやカフェがあるとよい。 
・地域等と協力して公園の活性化につながるイベントやお祭りなど 
を行うと同時に、維持管理費に充てることを前提とした収益活動を認め
るなどの仕組みづくりも必要。 
・臨海部の緑地創出について、事業所の負担にならない方策を検討 
してほしい。 
・臨海地区の緑化推進を計画的に実行してほしい。

グリーンデザイ
ンセンターに関
すること 

・公園緑地の立地条件、規模、歴史等を踏まえた現実的な提案をしてほし
い。 
・新しい組織を作るのではなく、既存組織を活用して取り組んで 
ほしい。 
・グリーンデザインセンターの具体的な内容がわからない。

緑の施策目標に
関すること

・現行計画が目標とする３０％以上の緑の確保を目標とすることを 
望む。

計画の推進体制
に関すること

に周知すべきである。 
・行政の横断的な連携を構築することが重要。

その他 ・具体的な内容に関する説明、意見交換の場を設けてほしい。 
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⑩小学生へのアンケート調査 
公園や木・花に対する子どもたちの意見を収集することを目的に、平成２８（２０１６）年
１１月に小学校７校（１区につき１校）の５年生又は６年生の児童を対象に実施したアンケー
ト調査から、主に次の事項が把握されました。 
●子どもたちは、公園や学校など日常的な行動圏で緑を目にする機会が多く、木や花の量が
少ないと感じる割合は低い 
●公園では、おにごっこ、遊具を使った遊び、ボール遊びなど、体を動かす遊びが行われて
おり、行きたい公園の希望についても、「ボール遊びのできる広場がある公園」を筆頭に、
「花やみどりがたくさんある」「水遊びができる」「冒険遊びができる」など、緑のある場
所で体を動かしたいというニーズが高い 

図参-7 身の回りの木・花の量 

図参-8 行きたい公園 

とても多い

10.4%

まあまあ多い

30.3%

普通

41.4%

あまり多くない

9.2%

少ない

4.6%

無回答

4.1%

63.5%

46.9%

44.8%

44.4%

40.2%

32.1%

21.7%

3.9%
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ボール遊びのできる広場がある

売店がある

花やみどりがたくさんある

水遊びができる

冒険遊びができる

いろいろな生き物がいる

その他

無回答
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２ 緑の基本計画の改定作業に関する背景

（１）緑の基本計画改定作業の経過 

実施年度 実施日 内容 
平成26年度 平成 27 年 2 月 活動団体へのアンケート調査 

事業所アンケート
平成27年度 平成 27 年 

平成 28年 

4 月 1 4月 22 日 
6 月 9日 
6 月 22 日 
7 月 13 日 
7 月 17 8月 7日 
8 月 20 8月 29 日 

9 月 16 日 
10月 20 11月 30日 
10 月 22日 
10 月 28日 
11 月 15日 
11 月 26日、27日 
12 月 4 日 
1 月 14 日 
1 月 22 日 
2 月 2日 
2 月 5 2月 29 日 
3 月 12 日 
3

第 1回環境審議会 
第 1回環境審議会緑と公園部会 
第 2回環境審議会緑と公園部会 

かわさきのみどりづくりワークショップ
（幸区、中原区、宮前区、麻生区） 
第 3回環境審議会緑と公園部会 

意見交換会（中原区） 
第 4回環境審議会緑と公園部会 
意見交換会（多摩区） 
子育て世代ヒアリング（幸区、麻生区） 
第 5回環境審議会緑と公園部会 
第 3回環境審議会 
意見交換会（川崎区） 
第 6回環境審議会緑と公園部会 
みどりの事業所へのアンケート 
意見交換会（高津区） 

平成28年度 平成 28 年 

平成 29年 

4 月 
5 月 16 日 
5 月 25 日 
6 月 27 日 
7 月 25 日 
8 月 31 日 
10月 19 11月 18日 
11 月 7 11 月 14日 

11 月 
11 月 9 日 
11 月 22日 
1 月 10 日 
2 月 7日 
3 月 23 日

第 1回環境審議会緑と公園部会 
第 2回環境審議会緑と公園部会 
第 3回環境審議会緑と公園部会 
第 4回環境審議会緑と公園部会 
第 5回環境審議会緑と公園部会 
意見募集 

改定作業の経過報告会（幸区、中原区、多
摩区） 
小学生へのアンケート調査 
第 2回環境審議会 
第 6回環境審議会緑と公園部会 
第 7回環境審議会緑と公園部会 
第 3回環境審議会 
環境審議会からの答申

平成29年度 平成 29 年 7 月 18 日 
10 月 12日 
11月 24 12月 25日

第1回環境審議会緑と公園部会（進捗報告） 
パブリックコメント
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（２）川崎市環境審議会・緑と公園部会の審議経過 

会議名（開催日） 内容 

１ 平成 27年度 第１回環境審議会 
（平成 27年 6月 9日） 

・川崎市緑の基本計画の改定について（諮問） 

２ 
平成 27年度 第１回緑と公園部会 
（平成 27年 6月 22日） 

・「川崎市緑の基本計画」改定の流れ 
・これまでの取組の検証について 
・「強化する視点」について

３ 
平成 27年度 第２回緑と公園部会 
（平成 27年 7月 13日） 

・「強化する視点」と「将来像・基本方針」 

４ 
平成 27年度 第３回緑と公園部会 
（平成 27年 9月 6日） 

・ワークショップの報告 
・「プロジェクト」について 
・「緑の施策目標」について

５ 
平成 27年度 第４回緑と公園部会 
（平成 27年 10 月 28日） 

・「プロジェクト」・「基本施策」について 
・「緑の施策目標」について 

６ 
平成 27年度 第５回緑と公園部会 
（平成 27年 12 月 4日） 

・「プロジェクト」・「基本施策」について 
・「緑の施策目標」について 
・環境審議会への経過報告について

７ 
平成 27年度 第３回環境審議会 
（平成 28年 1月 14日） 

・審議経過の中間報告 

８ 
平成 27年度 第６回緑と公園部会 
（平成 28年 2月 2日） 

・リーディング事業 
・これまでの総括 

９ 
平成 28年度 第１回緑と公園部会 
（平成 28年 5月 16日） 

・「川崎市緑の基本計画」改定の審議状況、今後のス
ケジュールについて 

10 
平成 28年度 第２回緑と公園部会 
（平成 28年 5月 25日） 

・川崎市総合計画を反映した方針等の見直しについて 
・施策の方向性について 

11 
平成 28年度 第３回緑と公園部会 
（平成 28年 6月 27日） 

・次期「川崎市緑の基本計画」における新たな視点に
ついて 

12 
平成 28年度 第４回緑と公園部会 
（平成 28年 7月 25日） 

・基本施策について 
・施策目標について 

13 平成 28年度 第５回緑と公園部会 
（平成 28年 8月 31日） 

・次期計画の開催について 

14 
平成 28年度 第２回環境審議会 
（平成 28年 11 月 9日） 

・「川崎市緑の基本計画」改定作業の経過報告会の開
催について 

15 
平成 28年度 第６回緑と公園部会 
（平成 28年 11 月 22日） ・これまでの審議における課題について 

・答申案について

16 
平成 28年度 第７回緑と公園部会 
（平成 29年 1月 10日） 

・答申案について 

17 平成 28年度 第３回環境審議会 
（平成 29年 2月 7日） 

・川崎市緑の基本計画の改定について（答申案審議） 

※緑と公園部会の正式名称は「環境審議会緑と公園部会」である。 
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（３）環境審議会緑と公園部会委員名簿 

■平成 27年度（50音順、敬称略） 
氏 名 所 属 等 専門分野等 備考 

石川 幹子 中央大学理工学部人間総合理工学科教授 環境デザイン 

窪田 亜矢 東京大学大学院工学系研究科准教授 都市計画・都市デザイン  

桑原 勇進 上智大学法学部教授 環境法・行政法  

鈴木 誠 東京農業大学地域環境科学部教授 造園学  

立川 勲 
セレサ川崎農業協同組合 

藤吉 誠一郎 

南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学 

山村 辰男 

余郷 昌昭 
※任期：平成 26 年 3月 1日から平成 28年 2月 29日まで    (平成 27年 6 月 9日時点) 

■平成 28年度（50音順、敬称略） 
氏 名 所 属 等 専門分野等 備考 

石井よし子 

石川 幹子 中央大学理工学部人間総合理工学科教授 環境デザイン 

窪田 亜矢 東京大学大学院工学系研究科准教授 都市計画・都市デザイン  

桑原 勇進 上智大学法学部教授 環境法・行政法  

小磯 盟四郎 

鈴木 誠 東京農業大学地域環境科学部教授 造園学  

藤吉 誠一郎 

南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学 

森 安男 
セレサ川崎農業協同組合 

※任期：平成 28 年 3月 1日から平成 30年 2月 28日まで  (平成 29年 2月 7日時点) 
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（４）環境審議会委員名簿 

■平成 27年度（50音順、敬称略） 
氏 名 所 属 等 専門分野等 備考 

石川 幹子 中央大学理工学部人間総合理工学科教授 環境デザイン  
大迫 政浩 (独)  環境工学  
太田 史一 川崎市医師会理事 
金﨑 明夫 川崎商工会議所議員 
金子 大助 
金子 守正 
 治夫 川崎公害病患者と家族の会顧問 

窪田 亜矢 東京大学大学院工学系研究科准教授 都市計画・都市デザイン 
桑原 勇進 上智大学法学部教授 環境法・行政法  
 淑人 一般社団法人日本繊維状物質研究協会専務理事 作業環境管理学・繊維状エアゾル計測 

坂本 和彦  大気環境科学  

庄司 佳子 
川崎市地球温暖化防止活動推進センター 

進士 五十八 東京農業大学名誉教授 環境学・造園学 
杉山 涼子 常葉大学社会環境学部教授 社会工学  
鈴木 誠 東京農業大学地域環境科学部教授 造園学  
立川 勲 
藤井 修二 東京工業大学名誉教授 建築環境工学 
藤田 由紀子 学習院大学法学部教授 行政学・公共政策  
藤吉 誠一郎 
藤吉 秀昭 (財)日本環境衛生センター常務理事 廃棄物処理工学  
藤原 俊六郎 明治大学農学部特任教授 土壌肥料・リサイクル 
淵田 孝一 
森川 友生男 
三角 治洋 
南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学  
村上 公哉 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 環境エネルギー計画  
山内 昭伍 川崎市全町内会連合会理事 
山村 辰男 
余郷 昌昭 
吉門 洋 一般財団法人日本気象協会参与 大気環境科学  
※任期：平成 26 年 3月 1日から平成 28年 2月 29日まで   (平成 27年 6月 9日時点) 
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■平成 28年度（50音順、敬称略） 
氏 名 所 属 等 専門分野等 備考 

石井 よし子 
石川 幹子 中央大学理工学部教授 環境デザイン 
大矢 寿郎 
加治 秀基 川崎商工会議所副会頭 
 治夫 川崎公害病患者と家族の会顧問 

木下 俊之 川崎市医師会理事 
窪田 亜矢 東京大学大学院工学系研究科教授 都市工学  
桑原 勇進 上智大学法学部教授 環境法  
小磯 盟四郎 
 淑人 一般社団法人 日本繊維状物質研究協会専務理事 作業環境管理学  

庄司 佳子 
川崎市地球温暖化防止活動推進センター
（認定ＮＰＯ法人アクト川崎 

鈴木 誠 東京農業大学地域環境科学部教授 造園学  
高橋 喜宣 
田中 充 法政大学社会学部・同大学院政策科学研究科教授 環境学、環境政策論  

寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 
資源循環・廃棄物研究センター 

環境工学  

中川 潔 川崎市全町内会連合会理事 
名取 好昭 
藤井 修二 東京工業大学名誉教授 建築環境工学 
藤倉 まなみ 桜美林大学リベラルアーツ学群（環境学専攻）教授 環境政策、環境システム科学 
藤田 由紀子 学習院大学法学部教授 行政学  
藤吉 誠一郎 
藤吉 秀昭 一般財団法人 日本環境衛生センター常務理事 廃棄物処理工学  
藤原 俊六郎  土壌肥料・リサイクル  
本江 弘子 
南 佳典 玉川大学農学部教授 生態学、環境動態学  
村上 公哉 芝浦工業大学工学部建築工学科教授 都市・建築環境計画  
森川 友生男 
森 安男 
吉門 洋 一般財団法人 日本気象協会参与 大気環境科学  
※任期：平成 28 年 3月 1日から平成 30年 2月 28日まで  (平成 29年 2月 7日時点) 
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（５）庁内検討会議関係部署 

部 署 名 
総務企画局都市政策部企画調整課
総務企画局行政改革マネジメント推進室 
総務企画局危機管理室
財政局財政部財政課 
財政局資産管理部資産運用課★

経済労働局産業振興部工業振興課 
経済労働局産業振興部商業振興課★
経済労働局都市農業振興センター農業振興課 
経済労働局都市農業振興センター農地課 
経済労働局農業技術支援センター 
環境局総務部環境調整課 
環境局地球環境推進室 
環境局環境対策部水質環境課 
健康福祉局総務部企画課 
こども未来局総務部企画課 
まちづくり局総務部企画課 
まちづくり局計画部都市計画課 
まちづくり局計画部景観担当 
まちづくり局市街地整備部防災まちづくり推進課 
まちづくり局指導部宅地企画指導課 
建設緑政局総務部企画課 
建設緑政局広域道路整備室 
建設緑政局緑政部みどりの企画管理課（事務局） 
建設緑政局緑政部みどりの協働推進課 
建設緑政局緑政部みどりの保全整備課 
建設緑政局緑政部多摩川施策推進課 
建設緑政局緑政部霊園事務所 
建設緑政局緑政部夢見ヶ崎動物公園 
建設緑政局緑政部生田緑地整備事務所 
建設緑政局等々力緑地再編整備室 
建設緑政局道路河川整備部河川課 
港湾局港湾経営部経営企画課 
港湾局港湾経営部整備計画課 
臨海部国際戦略本部臨海部事業推進部 
川崎区役所まちづくり推進部企画課 
川崎区役所道路公園センター整備課 
幸区役所まちづくり推進部企画課 
幸区役所道路公園センター整備課 
中原区役所まちづくり推進部企画課 
中原区役所道路公園センター整備課 
高津区役所まちづくり推進部企画課 
高津区役所道路公園センター整備課 
宮前区役所まちづくり推進部企画課 
宮前区役所道路公園センター整備課 
多摩区役所まちづくり推進部企画課 
多摩区役所道路公園センター整備課 
麻生区役所まちづくり推進部企画課 
麻生区役所道路公園センター整備課 
教育委員会総務部企画課 
教育委員会教育環境整備推進室 
教育委員会学校教育部指導課
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３ 用語集 
【あ行】 

IoT（Internet of Things） モノのインターネットと訳される。さまざまなモノ（物）がインターネットに接
続され、相互に情報交換する仕組み。

浮島 1期地区 新たな埋立て処分地として、川崎区浮島町に都市施設廃棄物を主とした埋め立て
処分を行っている地区。一部、新たな緑地の候補地となっている。

運動公園 に利用することを目的とする公園。都市規模に応じ、1箇所あたり 15 75ha を
標準として設置する。

円筒分水 
（二ヶ領用水久地円筒分水） 

二ヶ領用水はかつて、「久地分量樋」により、4 つの堀（川崎堀、根方堀、六ヶ
村堀、久地・ニ子堀）に分水されていたが、水量をめぐる争いが絶えなかった。
そこで、分量樋に替えて流量が変わっても正確な分水ができる円筒分水が造られ
た。国の登録有形文化財（建造物）になっている。

温室効果ガス 

太陽光に暖められた地表が放出する赤外線を一酸化炭素などが吸収するため、地
表が温室のように保温される現象を起こす気体の総称。京都議定書では、ニ酸化
炭素 （CO2）、メタン（CH4）、一酸化ニ窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボ
ン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC SF6）の 6 物質が温
室効果ガスとして削減対象とされている。

【か行】 

街区公園 都市公園法に基づく都市公園の一つで、主として街区の居住者の利用を目的とす
る公園。1箇所あたり 0.25ha を標準として設置する 。

河港水門 
内務省土木技師の金森誠之により設計され、昭和 3年に完成した多摩川河畔の水
門。昭和初期の水門のうち、全国的にみても規模、意匠の点で有数のもので、国
の登録有形文化財（建造物）になっている。

風の道 
海や山、緑地等の地域の冷熱源からの風を都市空間内に導く連続したオープンス
ペース（開放的な空間）を指す。風の通り道となる空間は、地上付近の都市空間
の通風・換気に有効な、河川や緑地、街路、建物の隙間空間の連なりなどがある。

川崎市建築物環境配慮制度 
（CASBEE 川崎） 

建築物の建築に際し、建築主に対して環境への配慮に関する自主的な取組を促
し、地球温暖化その他環境への負荷の低減を図ることを目的にして創設した制
度。一定規模を超える建築物の新築等をする際、環境性能を評価し、その結果を
ホームページなどで公表している。また、一定規模を超える分譲共同住宅につい
ては、環境性能を★の数（最高 5つ、最低 1つ）で表した標章（ラベル）を販売
広告に表示し、環境性能に関する情報を、分譲共同住宅を購入しようとする方に
提供している。平成 18（2006）年 10 月から実施している。

川崎市特定工場緑地整備基本
方針 

川崎市の実情に沿った工場の緑地整備の方針。工場立地法に基づき、生産施設の
更新や工場の建て替えを促進するとともに、工場の緑化推進により工場と周辺地
域の生活環境のより一層の調和を図るために定められている。

川崎市みどりの事業所推進協
議会

川崎市内に敷地を有する事業所と緑化推進に関する協定を締結し、敷地面積の
10％以上を緑化することを目標にした協議会。

かわさき農産物ブランド「か
わさきそだち」

消費者に高品質で、安心・安全に供給することができる、かわさき生まれの農産
物として、かわさき農産物ブランド協議会が選定したもの。

川崎方式 

本市で進める、緑地総合評価に基づく３段階の樹林地保全施策。樹林地の所有者
に対し、保全意識の普及啓発を図るため、樹林地への行為の規制が弱く、解除も
可能な「緑地保全協定」等をきっかけとして、恒久的な保全を目的とした「特別
緑地保全地区」や「緑の保全地域」への移行を促進するもの。

環境審議会 川崎市の環境行政の総合的かつ計画的な推進について調査審議するほか、環境の
保全に関する重要事項について専門的に調査審議するための機関。

環境保全型農業 
農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意しつつ、土づくり
等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農
業。
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基幹的広域防災拠点 
首都圏における広域的・甚大な災害に対して円滑かつ効率的な応急復旧活動の拠
点。川崎臨海部の東扇島東公園では災害時の物流のコントロール機能を中心に国
の事業として整備が進められている。

近隣公園 都市公園法に基づく都市公園で、主として近隣の居住者の利用を目的とする公
園。1箇所あたり 2ha を標準として設置する。

グリーン・ツーリズム 農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。

グリーンベルト 
緑地帯と訳し、環状のほか、放射状あるいは楔状のもの、また市街地内の線状の
ものまで含めることもある。本計画では、街路樹と一体的に整備された帯状の低
木をグリーンベルトとしている。

健康寿命 人の寿命において、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期
間。

広域拠点 

新総合計画で位置づけられている拠点の一つ。都心や横浜中心部との高い近接性
を踏まえて、市外の隣接都市拠点との調和のもとに適切な機能分担を行い、地理

する拠点。

工場立地法 

工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるよう定めた法律。敷地面積
9,000 ㎡以上、又は建築面積の合計が 3,000 ㎡以上の工場（特定工場）に対して、
緑地の面積は敷地面積の 20％以上、緑地と緑地以外の屋外運動場、広場、池、
噴水などの環境施設を併せた場合の面積は敷地面積の 25％以上の割合としてい
る。川崎市では、地域準則で 15％と定めている。

港湾緑地 港湾法に定められた港湾環境整備施設の一つに緑地があり、本計画では港湾緑地
と位置づけている。

国連グローバル・コンパクト の有力企業に呼びかけたプログラム。世界の有力企業に、国際的に認められてい
る「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」からなる 10 の原則を遵守し、より良き地

【さ行】 

里地里山 
都市域と原生的自然との中間に位置し、さまざまな人間の働きかけを通じて環境
が形成されてきた地域で、一般的に、里山は人とのかかわりの中で育まれた二次
林や竹林を指す。

CSR（Corporate Social 
Responsibility） 

企業の社会的責任と訳される。企業は、自己の利益や株主の利益だけでなく、顧

が、社会的な存在意義として求められているという考え方。

CSV（Creating Share Value） 
共通価値の創造と訳される。企業が、社会課題等に主体的に取り組み、社会に対
して価値を創造することで、経済的な価値（利益）がともに創造されるという考
え方。

市街化区域 都市計画法に基づく区域区分の一つ。既に市街地を形成している区域及び概ね
10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。都道府県が定める。

市街化調整区域 都市計画法に基づく区域区分の一つ。市街化を抑制すべき区域。都道府県が定め
る。

指定管理者制度 公共の施設の管理について、地方公共団体の指定を受けた「指定管理者」が管理
を行う制度。
地方公共団体
に、「食」と「農」に思いをはせ、農業を理解し支え、良好な農地の保全を図る
ことを目的として開設する農園。川崎市では、
開設要綱を平成 18（2006）年 4 月に制定、平成 27（2015）年 12 月に改正して
いる。
土地や人工地盤・建築物などの所有者の申出に基づき、地方公共団体などが契約
を締結し、緑地や緑化施設を公開する制度。これにより、地域の人々が利用でき
る公開された緑地が提供される。
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借地公園制度 なく、効率的に都市公園の整備を行う制度。また、借地契約の終了する場合には
都市公園の区域の廃止が行えるため、土地所有者が都市公園として土地を提供し
やすくする。

住区基幹公園 

都市公園法に基づく都市公園のうち、安全で快適かつ健康的な生活環境およびレ

供するために設置される基幹的な公園。その機能から街区公園・近隣公園・地区
公園に区分される。

親水空間 河川や湖等において、治水の目的だけでなく水に触れ親しむことができ、生物多
様性等に配慮がなされるものとして設置される施設がある区域。

ステークホルダー 
元来は経営用語で、企業に対して利害関係を持つ人（社員や消費者や株主だけで
なく、地域社会までをも含める場合が多い。）を指すが、本計画では、緑の協働
を実現する上で、関係するさまざまな主体を指す。

生産緑地 
都市計画法の地域地区の一つであり、「農林漁業との調整を図りつつ良好な都市

が義務づけられる一方で、税の軽減措置が受けられる。

生物多様性 
自然生態系を構成する動物、植物、微生物など地球上の豊かな生物種の多様性と
その遺伝子の多様性、そして地域ごとのさまざまな生態系の多様性をも意味する
包括的な概念。

総合公園 
都市公園;
戯、運動など総合的に利用することを目的とする公園。都市規模に応じ、1箇所
あたり 10 50ha を標準として設置する。

総合設計制度 

建築基準法による容積率等の特例制度で、容積率及び高さの制限について、統一
的な緩和規定を設けることによって、建築敷地の共同化、大規模化により、土地
の有効かつ合理的な利用を促進し、公共的なオープンスペースを確保すること
で、市街地環境の整備改善を目的としている。

【た行】

多摩川景観形成ガイドライン 
多摩川の顔づくりを進めるために、沿川のまちを個性的かつ魅力的にする景観形
成のルールを定め、今後の景観まちづくりを図るためのガイドライン。平成 20
（2008）年 3 月に策定された。

地区公園 都市公園法に基づく都市公園の一つで、主として徒歩圏内の居住者の利用を目的
とする公園。1箇所あたり 4ha を標準として設置する。

鶴見川流域水マスタープラン 連携して進めていくためのマスタープラン。平成 15（2003）年 8 月に策定、平
成 27（2015）年 12 月に改定された。

DID 人口集中地区で 1km2あたり、4000 人以上の人口密度となる、人口 5000 人以上
のまとまった地域。

特定工場 工場立地法で位置づけられている、敷地面積 9,000 ㎡以上又は建築面積 3,000 ㎡
以上の製造業、電気・ガス・熱の供給業に係る工場や事業所。

特別緑地保全地区 
都市緑地法に基づき、都市計画区域内の緑地のうち、風致や景観が優れているな
ど、一定の要件に該当する良好な自然的環境を形成している緑地について、それ
を保全するため、都道府県又は市町村が都市計画に定める地区。

都市計画基礎調査 

都市計画法により定められた、都市計画区域における都市計画に関する基礎調
査。概ね 5年ごとに、人口規模、産業分類別の就業人口の規模、市街地の面積、
土地利用、交通量などについて、現況及び将来の見通しについて調査を行ってい
る。

都市計画区域の整備、開発及
び保全の方針 

都市計画法に基づき、都市計画区域ごとに定める土地利用や都市施設、市街地開
発事業、自然環境の保全などの都市計画に関する基本的な方針。都道府県が定め
ることとしている。

都市公園 都市公園法に基づき、地方公共団体や国が都市計画区域内に設置する公園又は緑
地。

都市林 都市公園法に基づく都市公園の一つで、主として動植物の生息地・生育地である
樹林地などの保護を行うことを目的として設置される。
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トラスト運動 物等を保全する運動。
【な行】 
ネーミングライツ制度 施設などの名称に、スポンサー企業が社名やブランド名を付ける命名権。

農業振興地域 

農業振興地域の整備に関する法律（農振法）に基づき、一体として農業の振興を
国ることが必要であると認められる地域で、都道府県が指定するものをいう。こ
の地域のうち農用地等として利用されるべき区域が農用地区域として定められ、
農業目的以外の土地利用が規制される一方で、農業に関する公共投資が計画的に
推進されるものとされている。

【は行】 

パークマネジメント 
従来の都市公園の整備や行政主導の管理手法から脱皮し、経営的視点・利用者の
視点に立って、より質の高い公園サービスを提供する新しい公園整備・管理経営
の考え方。

PFI 
（Private Finance Initiative）

ヒートアイランド現象 

都市域において、人工物の増加、地表面のコンクリートやアスファルトによる被
覆の増加、それに伴う自然的な土地の被覆の減少、さらに冷暖房等の人口排熱の
増加により地表面の熱収支バランスが変化し、都心域の気温が島状に上昇する現
象。ヒートアイランド対策として工場や家庭からの排熱を減らすことや、緑を増
やすこと等が必要とされる。

ヒートアイランド対策大綱 に推進するため、基本方針を示すとともに、実施すべき具体の対策を体系的に取
りまとめた大綱。平成 16（2004）年に策定、平成 25（2013）年に改定された。

ビオトープ 
ドイツ語の生物を意味する bio と場所を示す top を組み合わせた造語で、「自然
環境を保全し創造するための基本となる生物空間」という意味で使用されてい
る。

風致公園 都市計画法に基づき、都市における自然のおもむきなどを維持するために指定す
る地域公園。

ふれあいの森 
土地所有者から良好な樹林地を川崎市が借り受け、散策路や休憩施設等を整備
し、自然と触れ
ることを目的としている。

保安林 

森林法に基づき、水源のかん養、土砂の崩壊その他の災害の防備、生活環境の保
全・形成等、特定の公共目的を達成するため、農林水産省大臣又は都道府県知事
によって指定される森林で、それぞれの目的に沿った森林の機能を確保するた
め、立木の伐採や土地の形質の変更等が規制される。水源かん養保安林、保険保
安林など、全部で 17 種類の保安林がある。

保全配慮地区 緑地保全地域及び特別緑地保全地区以外の区域で重点的に緑地の保全に配慮を
加えるべき地区。

保全緑地 特別緑地保全地区、緑の保全地域、緑地保全協定、ふれあいの森及び保全樹林な
どの緑地保全施策の図られている緑地。

保存樹林、保存樹木、保存生
垣 

川崎市の市街地において貴重な緑を保全するため、社寺林等の保存（保存樹林・
300 ㎡以上）、線的な緑としての生垣の保存（保存生垣・30m以上）、点的な緑と
しての樹木の保存（保存樹木・高さ 10m 以上、地上から 1.2m の位置で幹の周
囲 1m以上）について、所有者と締結される制度。

【ま行】

緑の質 
本計画では、緑が持つ、地球温暖化対策や生物多様性の保全といった環境保全機
能、レクリエーション機能、景観形成機能、安全安心機能、及びコミュニティ形
成や賑わい創出機能と位置づける。

緑のストック 
「ストック」は、蓄積されたものという意味で使用されるが、本計画では、施策
の講じられている樹林地、農地、河川、運河等の自然的環境資料源を、「緑のス
トック」として捉えている。
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緑の保全地域 れ、良好な緑を形成している土地について区域等を指定する制度。
【ら行】

緑地総合評価 
緑地保全施策をより効果的に推進していくために、市域に残された 1,000 ㎡以上
の樹林地について、植生など各種のデータを整理・評価し、A・B・C のランク
に分け、保全すべき樹林地の優先順位を明らかにするもの。

緑地保全協定 
緑地保全事業要綱に基づき、緑地を保全するための川崎市の制度。地権者と緑地
保全協定を結び、適正な緑地保全に努めるため、市が管理費の一部を助成してい
る。
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川崎市緑の基本計画 

発 行 日：平成 30（2018）年 3月 
問合せ先：川崎市建設緑政局緑政部みどりの企画管理課 

川崎市川崎区宮本町 1番地 
電話番号：044-200-2399（直通） 
F A X：044-200-3973 
メールアドレス：53mikika@city.kawasaki.jp 
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